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登録施設利用促進機関
公益財団法人 高輝度光科学研究センター

専務理事 熊谷教孝

1

資料４－２
科学技術・学術審議会 先端研究基盤部会

大型放射光施設評価作業部会
（第１回）平成２５年４月３日

- 1 -



JASRIの登録機関としてのミッション

①利用者の選定
②利用者に対する支援
③成果の普及啓発
④人材育成

登録施設利用促進機関
（公財）高輝度光科学研究センター
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昭和６３年 理研・原研によるSPring-8計画の発足
平成 ６年１０月 共用法（※）施行。この法律に基づきJASRIが指定機構に指定される。
平成 ９年１０月 SPring-8供用開始
平成１３年 ９月～平成１４年 ８月 第１回SPring-8中間評価（平成１４年９月付で報告書公開）
平成１８年 ７月 共用法改正

→ 指定機構制度から登録機関制度へ移行
→ 運営・維持管理業務は一般競争入札へ移行

平成１８年 ７月～平成１９年 １月 第２回SPring-8中間評価（平成１９年７月付で報告書公開）
平成２３年 ４月 SACLAの利用促進業務開始
平成２４年 ３月 SACLA供用開始
平成２４年 ４月 JASRIは公益財団法人へ移行- 2 -



利用促進体制
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利 用 業 務 部
利 用 業 務 課

図 書 情 報 課

利 用 研 究 促 進 部 門

産 業 利 用 推 進 室 産 業 利 用 支 援 グ ル ー プ

構 造 物 性 Ⅰ グ ル ー プ

構 造 物 性 Ⅱ グ ル ー プ

バ イ オ ･ ソ フ ト マ テ リ ア ル グ ル ー プ

分 光 物 性 Ⅰ グ ル ー プ

分 光 物 性 Ⅱ グ ル ー プ

応 用 分 光 物 性 グ ル ー プ

構 造 生 物 グ ル ー プ

ナ ノ テ ク ノ ロ ジ ー 利 用 研 究 推 進 グ ル ー プ

ナ ノ ・ フ ォ レ ン シ ッ ク ・ サ イ エ ン ス グ ル ー プ （ 達 ）

※人員数はH24年4月1日時点

86名

23名

25名

加速器部門、制御・情報部門、光源・光学系部門などのバックアップのもと、有機的に連携しつつ、
利用促進業務を実施 - 3 -



利用料免除（但し、BL維持費は設置者の自己負担）

利用料必要（但し、BL維持費は設置者の自己負担）

安全審査のみ
成果非公開
利用料必要

年2回募集

年2回募集

審査（科学技術的妥当性、
SPring-8の必要性、
実施可能性、安全性など）

成果公開
利用料免除

共用BL 成果非専有

成果専有

通常利用

通常利用

随時受付緊急利用

最長3年利用可能長期利用

年2回募集優先利用

消耗品実費負担

定額分10,300円/8時間＋従量分

随時受付、時期指定時期指定利用

専用BL

成果専有

成果非専有

注） 成果専有の通常利用における利用料は、共用BL：480千円／8時間、専用BL：312千円／8時間

●成果を公開する（非専有）利用は施設利用料金（運営費回収方式によるビーム使用料）を免除
●成果を公開しない（専有） 利用は施設利用料金（運営費回収方式によるビーム使用料）を徴収
●成果の公開有無に拘わらず利用に係る実費を徴収〔平成18年度下期より「消耗品実費負担制度」を導入〕

●これらは、全利用者同一基準で適用

共用BL及び専用BLの利用制度（概要）
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特定放射光施設（SPring-8・SACLA）に係る登録施設利用促進機関JASRI

SPring-8選定委員会

産業利用
分科会

SPring-8
利用研究課題
審査委員会

生命科学
分科会

散乱・回折
分科会

XAFS・蛍光
分析分科会

分光
分科会

長期利用
分科会

一般課題重点研究課題

レフェリー レフェリーレフェリー レフェリー レフェリー

専用施設
審査委員会

長期利用課題

各審査委員会が審査した結果を審議

利用者選定に関する大方針等答申
審議結果について登録機関に意見

SACLA選定委員会

グリーン/ライフ

分科会

レフェリー

パワーユーザー
審査委員会

SACLA
利用研究課題
審査委員会

選定スキーム

利用の枠組みを再編する際は、
分科会も適宜見直し再構築。
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一般利用

一般利用研究課題
・通常課題
・緊急課題
・長期利用課題
・成果公開優先利用課題
・成果専有課題（時期指定含む）
・萌芽的研究支援課題

重点利用研究課題
・領域指定課題（重点産業化促進課題 他）
・利用者指定課題（重点パワーユーザー課題）

○ 緊急課題・時期指定課題・測定代行等
○ 研修・講習会・機器入替・調整

登録機関
12条利用

登録機関JASRIによる調査研究等
（共用促進法第12条に基づき、文科大臣の承認を経て利用）

80%以上

20%上限

施設保留

共用BLのビームタイム配分（26本全体）
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重点研究課題の変遷
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利用者のニーズや研究動向を踏まえて、柔軟な利用の枠組みを構築
1997 1998

97B 98A 99A 99B 00B 01A 01B 02A 02B 03A 03B 04A 04B 05B 06B 07B 08A 08B 09A 09B 01A 10B 11A 11B 12A 12B 13A 13B

一般課題・緊急課題

一般成果専有課題・時期指定課題 [有償利用] 測定代行

特定利用課題 長期利用課題

萌芽指定 萌芽的研究課題 (1年課題開始）

成果公開優先利用 [有償利用]

  メディカルバイオ（MB）・トライアルユース・拡張MB

トライアルユース   重点産業利用（トライアルユース）

年4回募集 重点産業化促進

ナノテクノロジー支援   重点ナノテクノロジー支援   重点ナノテクノロジー支援

タンパク3000   重点タンパク500

重点グリーン/ライフ・イノベーション推進

1997B 1998A 1999A 1999B 2000B 2001A 2001B 2002A 2002B 2003A 2003B 2004A 2004B 2005B 2006B 2007B 2008A 2008B 2009A 2009B 2010A 2010B 2011A 2011B 2012A 2012B 2013A 2013B

  戦略活用プログラム

重点産業

重点パワーユーザー（PU）

2000A 2005A 2006A 2007A

2011 2012 2013

00A 05A 06A 07A

2005 2006 2007 2008 2009 20101999 2000 2001 2002 2003 2004

重

点

研

究

課

題

トライアルユース

産業利用関連施策
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共用BLの利用について、課題の応募数・採択数ともに漸増している。課題採択率は60～70 %強で推移している。

共用BL利用研究課題 応募・採択状況
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198 
305 

823 
1,006 

1,121 

1,394 

1,671 1,658 
1,851 1,783 

2,106 2,172 
2,055 

1,941 
2,101 

1,636 

134 229 

504 
706 

866 
992 

1,184 1,157 1,171 
1,254 

1,482 1,408 1,363 1,393 1,455 
1,252 

67.7%

75.1%

61.2%

70.2%

77.3%

71.2% 70.9% 69.8%

63.3%

70.3% 70.4%

64.8% 66.3%

71.8%
69.3%

76.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0

250

500

750

1,000

1,250

1,500

1,750

2,000

2,250

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

採
択
率

課
題
数

年

共用BL応募課題数

共用BL採択課題数

採択率（採択／応募）
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5 14 26 50 62 100 115 139
219 255 300 295 271 296 275 291

72
170

366

503

653
673

741 710
681

711

858
796 799

822 887 828

16

39

111

164

215

265

266 224
219

245

293

259
244

217
217

222

1

11

13

31

32

47

61
51

61

63

69

91
77

94
91

67

5%
6%

5%

7% 6%

9% 10%

12%

19%
20% 20%

20%
19%

21%

19%

21%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

共
用
B
L
利
用
研
究
課
題
数

年

海外機関

国公立研究機関等

大学等教育機関

産業界

産業利用の割合

※所属機関分類
●大学等教育機関 ： 国公立大学、私立大学、高等専門学校等 ●国公立研究機関等 ： 独立行政法人、大学等共同研究機関、公益法人、特殊法人等
●産業界 ： 民間企業（海外企業の日本法人を含む） ●海外 ： 海外の全ての機関・法人等

共用BLの利用における、機関別の課題数の推移。産業界からの利用が増加しており、近年では20 %前後で推移している。

トライアルユース 戦略活用プログラム

共用BLにおける所属機関別利用研究課題数
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産業利用促進施策
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